様式第１号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
温泉旅館オフィス化事業費補助金交付申請書
年　　月　　日　
　伊豆の国市長　氏　　名　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　（　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　年度において温泉旅館オフィス化事業を実施したいので、補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。

交付申請額
金額　　　　　　　　　　　　円
　　（補助金所要額）　（補助金に係る消費税仕入控除税額等）　（補助金額）
　　　　　　　　円　－　　　　　　　　　　　　　　　　円　＝　　　　　　円

口座振替先　金融機関名
　　　　　　　支店名
　　　　　　　口座種別
　　　　　　　口座番号
　　　　　　　口座名義人（カナ）


（注）　以下の項目についても記載すること。
　　　　　責任者　職・氏名
　　　　　作成者　職・氏名


様式第２号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
誓約書
年　　月　　日
伊豆の国市長　氏　　名　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　
（署名又は記名押印、法人の場合は記名押印）

温泉旅館オフィス化事業費補助金の申請に当たり、以下の事項を含め、交付要綱に従っていることを誓約します。
この誓約が虚偽であり、またはこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

【補助対象要件等に係る誓約】※該当する項目の□に✔を入れてください。
	□１　モデル旅館のオフィスに入居予定で、中小企業者等に該当します。
□２　市税等の滞納はありません。
□３　交付要綱第８に示す交付の条件を遵守します。
□４　申請に係る経費に関し、交付要綱第３の２(3)に示す自己取引、親子会社間取引等、同一性が疑われる取引を行っていません。
□５　記載事項、提出書類等の内容に虚偽はありません。
　□６　申請者は、市が行う関係書類の提出指導、事情聴取、立入検査等の調査に応じます。


【暴力団の排除に係る誓約】※該当する項目の□に✔を入れてください。
	□１　自己又は自社の役員等は、次のいずれにも該当しません。
(1)　暴力団（伊豆の国市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
(2)　暴力団員（同条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
(3)　暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者
(4)　自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって暴力団又は暴力団員を利用している者
(5)　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的又は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
(6)　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
(7)　暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者
□２　１(1)から(7)までに掲げる者が、その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人ではありません。



様式第３号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
事業計画書（変更事業計画書、事業実績書）
１　申請者
	（フリガナ）
企業名
	


	（フリガナ）
代表者名
	


	所在地
	〒　　　－　　　

電話番号　　　　　　　　　ＦＡＸ番号

	従業員数
	　　　　　人

	主たる業務内容
	

	連絡担当者
	職・氏名：
E-mailアドレス：


２　新たに入居するオフィスの概要
	（フリガナ）
オフィス名
	


	賃借開始日
	年　　月　　日

	所在地
	〒　　　－　　　

電話番号　　　　　　　　　ＦＡＸ番号

	業　種
	

	オフィスにおける
業務内容
	

	配置人数
	計　　　人　※当該オフィスに配置する人数について記載すること。

	
	常勤の役員等
	　　　人

	
	常勤被雇用者
	　　　　人（うち正規雇用者数　　人）

	
	その他
	　　　　人


(注１)変更事業計画書の場合は、変更前の内容を上段に括弧書きし、変更後の内容を下段に記載すること。
(注２)賃借開始日は、賃貸借契約に基づき賃借料が最初に発生する日を記載すること。
様式第４号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
オフィス賃借計画書（変更オフィス賃借計画書、オフィス賃借実績書）
１　賃貸借契約の内容等
	所有者
	

	オフィス面積
	　　　　　㎡　※オフィスの延べ床面積を記載すること。

	契約相手方
	氏名・名称
住所
連絡先（電話番号など）

	管理者名
	氏名・名称
住所
連絡先（電話番号など）

	賃借料に含まれる
オフィス以外の附帯施設
	

	契約期間
	年　月　日～ 　　　年　月　日

	賃借開始日
	年　月　日

	利用開始年月日
	年　月　日

	賃借料
	　　　　　　　　　　円
※月単位（月単位以外の場合は契約した期間単位）で記載すること。


(注１)　契約書等の根拠書類を添付すること。
　(注２)　同一のオフィスに係る賃貸借契約を更新し、又は再締結した場合であっても、賃借開始日は変更しないものとする。
２　オフィスの賃借料に係る補助金
	補助対象期間
	年　月　日～ 　　　年　月　日

	補助金交付申請額
（年度額計）
	　　　　　　　　　　円


　(注)　日割りなど賃借開始日の属する月の賃借料が月当りの賃借料と異なる場合等は、別途計算書類を添付すること。

様式第５号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
収支予算書（変更収支予算書、収支決算書）
　１　収入の部
	区　　分
	予算額
（変更予算額）
（決算額）
	（予算額）
	比　　　較
	
備　考

	
	
	
	増
	△減
	

	
	円



	円


	円


	円


	

	合　　計
	
	
	
	
	



　２　支出の部
	区　　分
	予算額
（変更予算額）
（決算額）
	（予算額）
	比　　　較
	
算出基礎

	
	
	
	増
	△減
	

	






	円

	円

	円

	円

	

	合　　計
	
	
	
	
	



		


様式第６号（用紙　日産業規格Ａ４縦型)
成果報告書

　　年　　月　　日

　伊豆の国市長　氏　　名　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  代表者　　　　　　　　　　　

　　年度に実施した温泉旅館オフィス化事業に関して、現在の事業状況を次のとおり報告します。

	１　補助金確定額（総計）
	

	２　オフィスへの入居状況
	入居中・退去済（　　年　　月退去）

	３　オフィスにおける業務内容
	・
・
・

	４　３の業務のうち、市内企業・自治体等からの受注または市内で実施した案件
	・
・
・

	５　オフィスでの売上額
	　　　　　　　　　　　　　　万円
（直近の決算期：　　年　　月　決算時点）

	６　オフィスでの配置人数
	計　　　　　人　うち正規雇用　　人　　　　　　　　　　　
（直近の決算期：　　年　　月　決算時点）


（注１）５については概算でも構わない。
（注２）以下の項目についても記載すること。
　　　　責任者　職・氏名
　　　　作成者　職・氏名
様式第７号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
事業計画変更承認申請書

年　月　日　
　伊豆の国市長　氏　　　名　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者

　　　　年　月　日付け　第　号により補助金の交付の決定を受けた温泉旅館オフィス化事業の計画を次のとおり変更したいので、承認されるよう関係書類を添えて申請します。

　１　計画変更の理由




　２　変更の内容


（注）　以下の項目についても記載すること。
　　　　責任者　職・氏名
　　　　作成者　職・氏名


様式第８号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
実績報告書
年　　月　　日　
　伊豆の国市長　氏　　名　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　

年　月　日付け　第　号により補助金の交付の決定を受けた温泉旅館オフィス化事業が完了したので、関係書類を添えて報告します。


（注）　以下の項目についても記載すること。
　　　　責任者　職・氏名
　　　　作成者　職・氏名


様式第９号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
請求書

金　　　　　　　　　　　　　円
ただし、　　年　月　日付け　第　号により補助金の交付の確定を受けた温泉旅館オフィス化事業の補助金として、上記のとおり請求します。
年　　月　　日

　伊豆の国市長　氏　　名　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　㊞


　（注）　以下の項目についても記載すること。
　　　　　責任者　職・氏名
　　　　　作成者　職・氏名



様式第10号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
消費税仕入控除税額等報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　伊豆の国市長　氏　　名　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  代表者　　　　　　　　　　　
                 　　
 　　　年　月　日付け　第　号により補助金の交付の決定を受けた温泉旅館オフィス化事業の補助金に係る消費税仕入控除税額等が確定したので、次のとおり報告します。

１　補助金の確定額　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　円
（　　年　月　日付け　　第　　　号による額の確定通知額）
２　補助金の交付の申請時及び実績報告時に減額した消費税仕入控除税額等
金　　　　　　　　　　円
３　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額等
金　　　　　　　　　　円
４　補助金返還相当額（３の額から２の額を差し引いた額）
金　　　　　　　　　　円


（注）　以下の項目についても記載すること。
　　　　責任者　職・氏名
　　　　作成者　職・氏名

